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2025/1/13 

生活協同組合コープこうべ居宅介護支援センター 

指定居宅介護支援事業／重要事項説明書 
～介護保険法に基づくケアマネジメント～ 

 

 

１． 担当する事業所および介護支援専門員（ケアマネジャー） 

事業所名 
生活協同組合コープこうべ 

居宅介護支援センター西神南 

連絡先 ０７８－９９２－２０３４ 

担当者名  

 

 

２． 事業所概要 

 事業所名 生活協同組合コープこうべ 居宅介護支援センター西神南 
 

 所在地 
〒６５１－２２４２ 

 神戸市西区井吹台東町1-1-3 コープ西神南１階 

 電話番号 ０７８－９９２－２０３４ 

 ＦＡＸ番号 

 

 

０７８－９９２－１６２９ 

ホームページ http://www.kobe.coop.or.jp/ 

 
 センター長 高岡 奏子  管理者 内村 文 

 事業所番号  2875200400 

 開設年月日  ２０００年４月１日（平成１２年） 

サービス地域 神戸市 西区 

営業日   月～土（ただし、12月30日～1月３日は休日） 

営業時間 
月～金 （9：00－18：00） 

 土  （9：00－17：00） 

 

  
 

 

 

http://www.kobe.coop.or.jp/
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３．事業者概要 
 

 法人の種別   生活協同組合  
 

 事業者名   生活協同組合コープこうべ  

 代表者名  組合長理事：岩山 利久  

 所在地   神戸市東灘区住吉本町１－３－１９  

 連絡先部署名  福祉事業部  

 電話番号   ０７８－４１２－０３５１ ＦＡＸ  ４１２－２０７７ 

 主な事業内容 小売業・生産事業・共済事業他 

福祉事業（居宅介護支援 訪問介護 通所介護 福祉用具の 

貸与・販売 住宅改修 サービス付き高齢者向け住宅等） 

その他 

 設立年月日  １９２１年４月（大正１０年）  

 

4. 従業員／職員体制 
 

職種／性別 職務内容 職員数 資格内容 
 

 管理者 

 

 事業所の職員および業務

の管理責任 

（介護支援専門員を兼務） 

１名 

常勤 

兼務 

主任介護支援専門員 

（介護福祉士） 

 

  介護支援 

     専門員 

 

 

 居宅介護支援の提供 

 （ケアプランの作成、 

        その

他） 

４名 

常勤 

(1名兼務) 

 

 

 

主任介護支援専門員 

介護支援専門員  

 

（介護福祉士） 

 

 

 

 

5. 事業の目的・運営の方針 

事業の目的 利用者および家族の依頼を受けて、適切な保健・医療・

福祉サービスが多様な事業所から総合的・効率的に提供

されるよう、計画を作成します。また、計画に基づいた

介護サービスが確保できるよう、各サービス事業所との

連絡・調整などを行い、地域での利用者の生活を支援す

ることを目的とします。 
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 運営の方針 

       

   

 

           

   

 １．利用者の心身の状況、置かれている環境に応じた 

   適切な保健・医療・福祉サービスが、多様な社会 

   資源から総合的・効率的に提供されるよう、調整 

   を行います。 

 

 ２．利用者の意思および人格を尊重し、常に利用者の 

   立場に立って、利用者に提供されるサービスが偏 

   らないよう、公正中立に行います。 

 

 ３．事業の実施にあたり､行政や他の指定居宅介護事業 

   所､介護保険施設などとの連携を図り、保健・医療 

   ・福祉の視点にたち、総合的なサービスの提供が 

   できるよう調整します。 

 

 ４．要介護状態の軽減や悪化の防止、予防にも配慮しな 

   がら、医療サービスとの連携を行います。 

 

 ５．自ら提供する指定居宅介護支援サービスの質の評 

   価を行い、常に改善をはかるように努めます。 

 

 

６. 提供する居宅介護支援サービスの内容 

  契約書本文第４条～第７条に定める利用者に提供するサービス内容

は、次のとおりです。 

種類 サービスの具体的な内容 保険適用 

居宅サービス

計画の作成 

 １．利用者宅を訪問し、利用者や家族に面 

   接して情報を収集し、解決すべき問題 

   を把握します。 

 ２．自宅周辺地域におけるサービス事業所 

   が実施しているサービス内容、利用料 

   等の情報を適正に利用者や家族に提供 

   し、サービスの調整などを行います。 

利用者は複数事業所の紹介および当該 

サービス事業所を計画に位置付けた理

由を求めることができます。 

 ３．提供するサービスが目指す目標や目標 

   の達成時期、サービスを提供するうえ    

での留意点などを盛り込んだ居宅サー

ビス計画の原案を作成します。 

○ 
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 ４．居宅サービス計画の原案に位置付けた 

   指定サービスなどについて保険給付の 

   対象となるサービスと対象とならない 

   サービス(自己負担)を区分して、それ   

ぞれの種類・内容・利用料などを利用 

   者やその家族に説明し調整します。 

 ５．居宅サービス計画の原案は、利用者や 

   家族と協議した上で、必要であれば変 

   更を行い、文書による同意を得ます。 

居宅サービス

事業所との 

連絡・調整 

１．居宅サービス計画の目標に沿って、サ

ービスが提供されるよう、居宅サービ

ス事業所との連絡・調整を行います。 

２．利用者が、病院や施設への入院又は入 

   所を希望した場合には、利用者に病院 

   や施設の紹介などの支援を行います。 

○ 

サービス実施 

状況の把握 

 

居宅サービス 

計画などの 

評価 

 １．利用者及び家族と毎月訪問や連絡をと

るなどして、サービスの実施状況の把

握に努めます。 

 ２．利用者の状態について、毎月点検評価 

     を行い、利用者の申し出又は状態の変

化などに応じて、居宅サービス計画の

変更などを行います。 

   ○ 

給付管理  居宅サービス計画の作成後、その内容に基 

 づいてサービス利用票・提供票による給付 

 管理を行うとともに、毎月の給付管理票を 

 作成し、兵庫県国民健康保険団体連合会 

 （国保連）に提出します。 

   ○ 

相談・助言 介護保険や介護に関することは、幅広く相 

談に応じます。 

   － 

医療との連携 

 

1.ケアプランの作成または変更時やサービ

スの利用時に、関連する医療機関等や主

治医との連携をはかります。 

２.利用者が入院する必要が生じた場合は、

利用者またはその家族は、病院に担当の

介護支援専門員の氏名および連絡先を伝

えて頂く事をお願いします。 

３.医療系のサービスを調整した場合は、主

   ○ 
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治医へ、居宅サービス計画書を交付する

など連携を行います。 

財産管理・ 

権利擁護など

への対応 

利用者の所有する財産について、第三者の 

援助または権利擁護が必要な場合は、利用 

者の依頼に基づいて、公的機関（例：「兵 

庫高齢者・障害者権利擁護センター」）等

への連絡を行います。 

   ○ 

サービス計画 

の変更 

利用者が居宅サービス計画の変更を希望し 

た場合、または事業所がサービスの変更が 

必要と判断した場合は、利用者の意見を尊 

重して、同意の上、居宅サービスの変更を 

行います。 

   ○ 

要介護認定 

などにかかる

申請の援助 

１．利用者の意思を踏まえ、要介護認定等 

の申請に必要な協力を行います。 

２．利用者の要介護認定有効期限満了の３ 

０日前には、要介護認定の更新申請に 

必要な協力を行います。 

   ○ 

サービス提供 

記録の 

閲覧・交付・ 

保存 

１．利用者は、サービス提供の実施記録を 

閲覧し、複写物の交付を受けることが 

できます。但し、別紙に記載するコピ 

ー代などの実費を請求します。 

２．利用者は、契約終了の際には事業所に 

請求して直近の居宅サービス評価及び 

その実施状況に関する書面の交付を受 

けることができます。なお、事業所は

関係記録をサービス提供終了時から5年

間保存します。 

   ○ 

介護支援専門 

員の交代 

介護支援専門員の交代を希望する場合は、 

事業所管理者や相談窓口まで連絡して下さ

い。 

   ○ 

訪問回数の 

目安 

介護支援専門員が、利用者宅を１ヵ月に１回定期訪問

し、状況の把握などを行います。 
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７.サービスの利用料及び利用者負担 

（１）事業所の居宅介護支援（居宅サービス計画の作成・変更、事業

者との連絡調整・相談説明など）については、原則として、全

額保険からの給付となり、利用者の負担はありません。 

居宅介護支援費Ⅰ （1月につき） 要介護1・2 要介護3・4・5 

（ⅰ）取り扱い件数45件未満 1086単位 1411単位 

（ⅱ）取り扱い件数45件以上60件未満 544単位 704単位 

（ⅲ）取り扱い件数60件以上 326単位 422単位 

＊同一の建物に20人以上居住する場合は、所定単位数の上記の95％ 

 

（２）保険料の滞納がある場合には、利用者はいったん１ヵ月あたり

につき、下記の料金を支払い、事業所はサービス提供証明書

（領収書）を発行いたします。 

１ヶ月あたり居宅介護支援費として ：介護度相当の給付金額  

 

（３）サービス提供証明書を保険者（市区町村）の窓口に提出すると

後日払い戻しとなります。ただし、滞納期間によっては全額が

利用者の負担となる場合がありますので、保険者にご確認くだ

さい。 

 

（その他の費用） 

   内容    金額       説  明   支払方法 

交通費     無料 サービス提供実施以外の地域 

に訪問出張する場合＝無料 

※ただし、事業所エリア外の利用者の対応の

場合はエリアをこえた時点から1㎞100円の実

費を請求する場合があります。 

利用のあっ 

た月ごとに 

集計し、翌 

月の10日 

までに請求 

します 

 

支払は、そ

の月の25日

までが期限 

 

申請 

代行料 

     無料 要介護認定の申請にかかる費 

用については無料 

実施記録 

コピーな 

どの代金 

コピー料金 

10円(1枚) 

税別途 

サービス提供の実施記録を利 

用者に交付する場合にコピー 

料などの実費負担が必要 

 

８.契約の終了と更新について 

  契約の有効期間については、要介護認定の有効期間の満了日で終了

することとなります。ただし、有効期限の満了７日前までに、利用者

から契約を解約する旨の申し出がない場合には、この契約は次の要介

護認定の有効期限(原則として６か月程度)まで、更新され、以降も同

様とします。 
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９.契約期間中での解約の場合 

  この契約は、契約期間中であっても、利用者から解約を希望する場

合、７日前までに申し出があれば解約することができます。この場合、

解約料は必要ありません。ただし、７日未満の解約を希望される場合

には、解約料の支払いが発生します。 

なお、緊急入院等の正当な理由がある場合には、解約料は必要あり

ません。 

また、解約の場合は、次の事業所への引継ぎなど、利用者が保険や

サービスを滞りなく利用していただくための手続きが必要ですので、

次の事業所との契約開始日には注意して下さい。 

 

事業者は、次の各号のいずれかに該当した場合には、利用者に対し 

何らの催告を要することなく、この契約を解除することができます。 

この場合、事業者は利用者の神戸市の地域包括支援センター(あんし

んすこやかセンター)に対し、この情報を提供します。 

  

（１）利用者及びその家族、関係者から事業所従事者へ暴行、暴言、脅

迫、その他の暴力行為があった場合 

（２）利用者またはその家族、関係者などが事業者サービス従事者に対

して 法令に違反する要求や行為、また本契約を継続しがたいほ

どの不信行為を行った場合 

 

事業者は、次の各号のいずれかに該当した場合、１か月前の書面によ

る通知により、契約を解約することができます。 

（１）事業規模の縮小や休廃止等、サービスの提供が困難となった場合 

（２）利用者がサービスエリア対象外へ引越しするなど、やむを得ない

事情により自らサービスの提供が困難になった場合 

（３）利用者が病状等につき、故意に不実を告げたり、または、故意に

告げなかったりしたことが判明し、このため介護方法を大きく変更

しなければならなくなる等、円滑にサービスを提供できなくなった

場合 
 

１０．虐待防止・身体的拘束のための措置 (未実施の場合は減算あり) 

１ 事業者は、利用者の人権の擁護・虐待および身体的拘束の

防止のため次の措置を講ずるものとします。  

（１）虐待および身体的拘束を防止するための従業者に対する

研修を実施します。  

（２）利用者及びその家族からの苦情処理体制を整備します。 

（３）利用者の権利擁護を進める為に、成年後見制度の利用を

支援します。 

（４）虐待および身体的拘束防止のための指針を整備します。 
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（５）虐待および身体的拘束防止のための対策を検討する委員

会の設置その他虐待防止のために必要な措置を行います。 

 

 ２ 事業者は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者

（利用者の家族等高齢者 を現に養護する者）による虐待およ

び身体拘束を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速

やかに、 これを市町村に通報するものとします。 

利用者の人権の擁護、虐待および身体的拘束の防止等のため、

責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとともに、従事

者に対し、研修を実施する等の措置を講じます。 

虐待防止の責任者名 居宅介護支援センター センター長 高岡奏子 

虐待防止の担当者名 福祉事業部   小川利美 

 

１１．秘密の保持／プライバシーの保護／個人情報の保護 

（１）事業所は、利用者にサービスを提供するうえで知り得た情報は、

契約期間中はもとより、契約終了後においても、決して第三者

に漏らすことはありません。 

（２）利用者や家族に関する個人情報が含まれている記録物に関して

は、事業所の責任において注意をもって管理を行い、処分の際

にも漏洩の防止に努めます。 

（３）サービスを提供する際に利用者や家族に関して事業所が知り得

た情報については、次の運用を行います。 

    ①サービス担当者会議などでサービスの利用調整を行う際など

に使用します。 

    ②使用する際には、利用者およびご家族の同意が必要になりま

すので、別紙の同意書に署名押印をお願いします。 

 

1２.損害賠償について 

   事業所の責に帰すべき事由により、万が一、利用者に対して賠償す

べきことが発生した場合は、契約書本文第11条に基づき､賠償いた

します。 

 

１３．サービス提供中における事故発生時の対応 

 利用者とご家族と相談の上、事業所との間で確認し合います。 

（１）緊急時における確認事項 

 

 

 

 

 

① 

② 

③ 
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（２）家族・市区町村への連絡方法 

 

 

 

 

 

 

（３）当生協の再発防止策など 

 

 

 

 

 

 

1４.サービスの苦情相談窓口 

  提供したサービスに苦情や意見要望がある場合、または作成した居

宅サービス計画に基づいて提供された居宅サービスに関する苦情や意

見要望・相談がある場合は、速やかに対応を行います。 

  サービスの提供に関して苦情や意見要望・相談がある場合には、担

当事業所または「コープ介護保険なんでも相談」までご連絡下さい。 
 
 

窓口 連絡先 
 

 
 コープ介護保険 

     なんでも相談 

 

（コープこうべ 

苦情相談窓口) 

  連絡先   ０７８－４１２－０５６２ 
 

  時間   ９：００～１8：００（土は17：00まで） 

  業務日 月～土（※日曜日、12/30～1/３休み) 

担当者 小川 利美（福祉事業部） 

責任者 竹原 良彦（福祉事業部 統括部長） 

 

■介護保険の苦情や相談に関しては他に、下記の窓口があります。 
  （介護保険サービスの苦情について） 

 

兵庫県国民健康保険 

  団体連合会 

    連絡先 ０７８－３３２－５６１７         

受付時間 

    

 

８時４５分～１７時１５分 

（平日） 

 (介護保険制度に関するお問い合わせ) 

 

①神戸市福祉局監査指導部 

 

①連絡先 

  

０７８－３２２－６３２６ 

 

②連絡先 ０７８－３２２－６７７４ 

②養介護施設従事者による高齢者虐待 

通報専用電話（監査指導部内） 

 ①②共 

受付時間 

８時４５分～１２時 

１３時～１７時30分（平日） 

(介護保険サービスの質や契約上のトラブルについて) 

 

 

 

神戸市消費生活 

センター 

 

連絡先 ０７８－３７１－１２２１ 

受付時間 9時00分～１７時0０分 

（平日） 

① 

② 
③ 
 

 

 

 

 
 
 

①クレームの内容・日時など、正確に情報収集を行い記録します 

②クレーム事例に基づき、分析・改善策の検討会を行います 

③職員の学習・研修などで、約束事やルールの徹底をはかります 
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１５.特定事業所加算の算定について 

２０２４年４月１日の介護報酬の改定に伴い、下記の体制を整備し、特定事業所加算 

（Ⅰ519単位、Ⅱ421単位、Ⅲ323単位 A114単位のいずれか）を算定いたします。 

＜算定要件＞ 

① 利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達などを目的とし

て会議を定期的に開催すること（週1回以上） 

② 24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じた利用者等の相談に対応する体制を確保し

ていること（Aは連携でも可） 

③ 特定事業所集中減算の適応を受けていないこと 

④ 介護支援専門員１人当たり（常勤換算方法）の担当利用者数が４５件以上でないこと 

⑤ 主任介護支援専門員等を配置していること（加算Ⅰ ２名）（加算Ⅱ・Ⅲ・Ａは１名） 

⑥ 常勤かつ専従の介護支援専門員を３名以上配置していること（加算Ⅰ・Ⅱ ３名以上 

加算Ⅲ ２名以上 加算A 常勤1名以上 非常勤1名以上） 

⑦ 介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施していること（Ａは連携でも可） 

⑧ 地域包括支援センターから支援困難な事例を紹介された場合においても、居宅介護支援

を提供していること 

⑨ 介護支援専門員実務研修における実習受入事業所として、人材育成への協力体制を整備

していること（Ａは連携でも可） 

⑩ 家族に対する介護等を日常的に行っている児童や、障がい者、生活困窮者、難病患者等

高齢者以外の対象者への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修などに参加して

いること 

⑪ 利用者総数のうち、要介護3,4,5の占める割合が40％以上であること(加算Ⅰのみ) 

⑫ 他法人が運営する居宅介護支援事業者と共同の事例検討会・研究会等を実施（Ａは連携

でも可） 

⑬ 必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（インフォーマルサービス

を含む）が包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成している 

②については、右記のとおり、２４

時間連絡体制を整備しております。 

生活協同組合コープこうべ 

居宅介護支援センター  営業時間外の電話番号 

０８０－４１２１－３１９１ 
（※営業時間内は通常ダイヤルへ） 

 

 
１６.その他加算について 

以下の要件を満たす場合、基本単位数に加算されます。 

   加算の種類    加算の要件  単位数 

初回加算 新規に居宅サービス計画を作成または要介護状

態区分が２区分以上変更された場合 

３００単位 
 

入院時 情報連 携加算

（Ⅰ）（Ⅱ） 

入院当日（Ⅱは2日以内）に情報提供を行った場

合（いずれも提供方法は問わない） 

なお、事業所の営業時間、営業日以外について

は留意あり 

Ⅰ 250単位 

Ⅱ 200単位 
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退院・退所加算 

 

ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加の有無および、連携回数により加算

（入院又は入所期間中につき1回を限度。初回加

算との同時算定不可。）福祉用具の貸与が見込

まれる場合は、必要に応じ、福祉用具専門相談

員や居宅サービスを提供する作業療法士の参加

を促進します 

450単位～ 

900単位 

緊急時等居宅カンファ

レンス加算 

病院等の求めにより、病院等の職員と居宅を訪

問しカンファレンスを行いサービス等の利用調

整した場合 

200単位 

ターミナルケアマネジ

メント加算（算定条件あ

り） 

利用者や家族の意向に基づき、末期の利用者に

対するケアマネジメントを行った場合 

400単位 

 

特定事業所医療介護連

携加算（特定事業所加算Ⅰ

・Ⅱ・Ⅲ算定前提） 

退院・退所加算を算定し、その医療機関等連携

回数が35回以上（年間）であり、前々年度の3月

から前年度の2月までにおいて、ターミナルマネ

ジメント加算の算定回数が15回以上である場合 

125単位 

 

通院時情報連携加算 利用者が医師又は歯科医師等の診察に受ける際

に同席し、医師又は歯科医師等に利用者の心身

の状況や生活環境などの必要な情報提供を行

い、医師又は歯科医師等から利用者に関する情

報提供を受けたうえで、ケアプランに記録した

場合 （1月に1回算定可） 

50単位 

 

 

１７. 感染症対策について 

事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次

に掲げる措置を講じます。 

（１）従業者等の清潔の保持及び健康状態について、必要な 

   管理を行います。 

（２）事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理を行い

   ます。 

（３）事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための

対策を検討する委員会をおおむね６月に１回以上開催す

るとともにその結果について、従業者に周知徹底します 

（４）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指

針を整備します。    

（５）従業者に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研

修及び訓練を定期的に実施します。 
 
１８．業務継続に向けた取り組みについて（未実施の場合は減算あり） 
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（1）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定

居宅介護支援の提供を継続的に実施するための、及び非常

時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計

画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講

じます。 

（2）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、

必要な研修及び訓練を定期的に実施します。 

（３）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業

務継続計画の変更を行います。 

1９.その他 

（1） 看取り期におけるサービス利用前の相談・調整等に 

係る評価の実施 

居宅サービス等の利用に向けて利用者の退院時等にケアマネジメント

業務を行ったもののサービス利用にいたらなかった場合に、算定要件

を満たしている場合は、居宅介護支援の基本報酬を算定します。 

（２）サービス事業所の公表について 

ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、当事業所のケア

プランにおける以下の 2 項目について、情報提供します。（別紙参照） 

①  前 6 か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、

地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合 

② 前 6 か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、

地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業

者によって提供されたものの割合 

（３）他のサービス事業所との連携によるモニタリングの実施について 

 下記の要件を満たした場合は、テレビ電話やその他の情報通信機 

器を活用したモニタリングが可能とされます。 

①利用者の同意を得ること。 

②サービス担当者会議等において、次項について、主治医・担当者

その他関係者の合意を得ていること。 

  1)利用者の状態が安定していること。 

  2)利用者がテレビ電話装置等を介して意思疎通ができること。

（家族の サポートがある場合も含む） 

  3)テレビ電話等を活用したモニタリングでは取集できない情報に

ついて、他のサービス事業者との連携により情報を収集するこ

と。 

 ③少なくとも2月に1回は利用者の居宅を訪問すること。 
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以上、本書面に基づき、重要事項を説明したことを証するため、 

本書を２通作成し、事業者より上記の重要事項について説明を受けま

した。 

記入日：西暦    年  月  日 

 

＜利用者氏名＞ 

  住所：                           

   

氏名：                  

 

＜代理人・立会人氏名＞ 

  住所：                            

   

氏名：             契約者（利用者との関係）    

 
 
事業者は、利用者へのサービス提供開始にあたり、上記のとおり重要
事項を説明しました。 

 

＜事業者名＞ 
生活協同組合コープこうべ  

 

＜事業所名＞ 

  所在地：神戸市西区井吹台東町1－１－3 コープ西神南１階 

   

事業所名：生活協同組合コープこうべ居宅介護支援センター西神南  

  

代表者：センター長： 高岡 奏子  

   

説明者：              （ケアマネジャー） 
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 (付属別紙)  

  要介護認定前に居宅介護支援の提供を行う場合の重要事項説明書   

  利用者が要介護認定申請後、認定結果が出るまでの間、利用者自身

の希望に基づいて、介護保険による適切な介護サービスの提供を受け

るために、暫定的な居宅サービス計画の作成などのサービス提供を行

う際の説明を行います。 

 

１．提供する居宅介護支援サービスについて 

（１）利用者が要介護認定までに、居宅サービスの提供を希望する場

合には、この契約の締結の日から７日以内に居宅サービス計画

を作成し、利用者にとって必要な居宅サービス提供のための支

援を行います。 

（２）居宅サービス計画の作成にあたっては、計画の内容が利用者の

認定申請の結果を上回る過剰な居宅サービスを位置付けること

の無いよう、配慮しながら計画の作成に努めます。 

（３）作成した居宅サービス計画については、要介護認定後に利用者

などの意向を踏まえ、適時適切な見直しを行います。 

 

２.要介護認定後の契約の継続について 

（１）要介護認定後、利用者に対してこの契約の継続について意思確

認を行います。この際、利用者から事業所に対してこの契約を

解約する旨の申し入れがあった場合には、契約書本文第２条第

１項の規定にかかわらず、契約は終了することとなり、解約料

は必要ありません。 

（２）上記意思確認の際に、利用者から解約の申し入れがない場合に

は、契約は継続しますが、契約別紙２に定める内容については

終了することとなります。 

 

３.注意事項 

 要介護認定の結果によって、利用者は以下の点について注意する必

要があります。  

①要介護認定の結果、自立（非該当）となった場合には、要介護認 

前に提供された居宅介護支援費は、原則的に利用者にご負担いただ 

きます。 

②要介護認定の結果、認定前に提供されたサービスの内容が、認定後

の区分支給限度額を上回った場合には、保険給付とならないサービ

スが生じる可能性があります。なお、この場合、保険給付されない

サービスにかかる費用の全額は、利用者負担になります。   

以上 

                                      


